
第80期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

会社の新株予約権等に関する事項

連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表

株主資本等変動計算書

計算書類の個別注記表

（2018年４月１日から2019年３月31日まで）

会社の新株予約権等に関する事項、連結株主資本等変動計算書、連結計算書類の連結注記

表、株主資本等変動計算書及び計算書類の個別注記表につきましては、法令及び当社定款

第16条の規定に基づき､インターネットの当社ウェブサイト(https://www.daiwahouse.com/)に

掲載することにより、株主の皆様に提供しております。

－ 1 －

インターネット開示事項表紙



会社の新株予約権等に関する事項
（自2018年４月１日　至2019年３月31日）

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交

付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

(3) その他新株予約権等に関する重要な事項

当社は、2016年５月13日開催の取締役会決議により、第５次中期経営計画に

おける業績目標の達成並びに持続的な企業価値向上を目指すにあたり、役職

員の貢献意欲及び士気を一層向上させることを目的として、以下のとおり、

業績目標を達成した場合にのみ権利行使が可能となるコミットメント型新株

予約権を有償にて発行しております。

第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2016年５月13日

新 株 予 約 権 の 数 20,375個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式　2,037,500株

(新株予約権１個につき　 100株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額 新株予約権１個当たり　5,700円

新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
新株予約権１個当たり　301,700円

(１株当たり　　 3,017円)

権 利 行 使 期 間
自　2019年５月１日（注）
至　2022年３月31日

（注）本新株予約権を行使することができる期間は、2019年５月１日から2022年３月31日ま

でとする。ただし、当該権利行使開始日は、2019年３月期決算短信公表日の翌営業日

とする。
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連結株主資本等変動計算書
（自2018年４月１日　至2019年３月31日）

（単位：百万円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 161,699 311,910 903,550 △4,630 1,372,528

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △74,612 － △74,612
親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － 237,439 － 237,439

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－ △1,030 － － △1,030

連結範囲の変動 － － 648 － 648

土地再評価差額金の取崩 － － △264 － △264

自己株式の取得 － － － △7,982 △7,982

自己株式の処分 － － △55 4,296 4,241

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

－ － － － －

連結会計年度中の変動額合計 － △1,030 163,155 △3,685 158,439

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 161,699 310,879 1,066,705 △8,316 1,530,968

その他の包括利益累計額
その他有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

土地再評価
差額金

為替換算
調整勘定

その他の包括
利益累計額合計

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 75,257 △35 6,188 20,599 102,010

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － － － －
親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － － － －

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－ － － － －

連結範囲の変動 － － － － －

土地再評価差額金の取崩 － － － － －

自己株式の取得 － － － － －

自己株式の処分 － － － － －

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△24,241 14 264 △13,025 △36,987

連結会計年度中の変動額合計 △24,241 14 264 △13,025 △36,987

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 51,016 △21 6,453 7,574 65,023

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計

2 0 1 8 年 ４ 月 １ 日 　 残 高 115 38,929 1,513,585

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当 － － △74,612
親会社株主に帰属する
当期純利益

－ － 237,439

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

－ － △1,030

連結範囲の変動 － － 648

土地再評価差額金の取崩 － － △264

自己株式の取得 － － △7,982

自己株式の処分 － － 4,241

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△0 8,680 △28,307

連結会計年度中の変動額合計 △0 8,680 130,132

2 0 1 9 年 ３ 月 3 1 日 　 残 高 114 47,610 1,643,717

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

 　① 連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　　　　　　当連結会計年度中に増加した71社を含め､子会

社340社を連結しております。なお、合併等によ

り12社減少しております。

・主要な連結子会社の名称　　　　　　　　　大和リビングマネジメント株式会社

日本住宅流通株式会社

株式会社コスモスイニシア

大和ライフネクスト株式会社

大和ハウスリフォーム株式会社

大和リース株式会社

大和情報サービス株式会社

ダイワロイヤル株式会社

株式会社フジタ

株式会社デザインアーク

大和物流株式会社

ロイヤルホームセンター株式会社

大和リゾート株式会社

大和房屋（常州）房地産開発有限公司

DH Asia Investment Pte. Ltd.

Daiwa House Australia Pty Ltd

Daiwa House USA Inc.

Daiwa House Texas Inc.

Stanley-Martin Communities, LLC

Neighborhoods Capital, LLC

 　② 非連結子会社の状況

・非連結子会社の名称　　　　　　　　　　　城南島施設開発特定目的会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大和ハウスグローバルリート投資法人

・連結の範囲から除いた理由　　　　　　　　非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等が、いずれも連結計算書類に重要な

影響を及ぼしていないためであります。

 　③ 他の会社等の議決権の過半数を自己の計算

　　　において所有しているにもかかわらず子会

　　　社としなかった当該他の会社等の名称　　　大阪城パークマネジメント株式会社

・子会社としなかった理由　　　　　　　　　当社は、当該他の会社の議決権の過半数を自己の

計算において所有しておりますが、重要な財務及

び営業方針の決定について、共同支配企業の同意

が必要であることから、子会社としておりません。
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(2) 持分法の適用に関する事項

 　① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社の数　当連結会計年度中に増加した18社を含め、関連

会社42社について持分法を適用しております。

なお、当連結会計年度において、清算結了等に

より、４社が減少しております。

・主要な会社等の名称　　　　　　　　　　　日本住宅ローン株式会社

 　② 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　　　　　　　城南島施設開発特定目的会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大和ハウスグローバルリート投資法人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甲府パブリックサービス株式会社

株式会社YOKOHAMA文体

・持分法を適用しない理由　　　　　　　　　持分法を適用していない非連結子会社及び関連

会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影

響が軽微であるためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、茨木松下開発特定目的会社ほか１社の決算日は４月30日、国立府中特

定目的会社ほか３社の決算日は６月30日、ディエイチ・アセット・ワン特定目的会社の決算

日は７月31日、アセット・ツー特定目的会社ほか２社の決算日は８月31日、西新宿タワープ

ロジェクト特定目的会社ほか１社の決算日は９月30日、仙台長町施設開発特定目的会社ほか

１社の決算日は10月31日、大和事務処理中心（大連）有限公司ほか209社の決算日は12月31

日、ディエイチ・プロパティ・ワン合同会社ほか11社の決算日は１月31日、大和ハウスパー

キング株式会社ほか10社の決算日は２月28日となっております。

　このうち、国立府中特定目的会社ほか３社については12月31日現在で実施した本決算に準

じた仮決算に基づく計算書類を使用しております。ディエイチ・アセット・ワン特定目的会

社ほか４社については、１月31日現在で実施した本決算に準じた仮決算に基づく計算書類を

使用しております。アセット・ツー特定目的会社ほか２社については、２月28日現在で実施

した本決算に準じた仮決算に基づく計算書類を使用しております。東久留米共同開発株式会

社ほか１社については３月31日現在で実施した本決算に準じた仮決算に基づく計算書類を使

用しております。また、その他の会社については連結子会社の決算日現在の計算書類を使用

しております。

　但し、同決算日から連結決算日３月31日までの期間に発生した重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。
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(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

・満期保有目的の債券　　　　　　　　　償却原価法

・その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　　　　　　主として決算日前一ヶ月の市場価格等の平均に

基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの　　　　　　　　　　　移動平均法に基づく原価法

ロ．デリバティブ　　　　　　　　　　　　時価法

ハ．たな卸資産　　　　　　　　　　　　　評価基準は原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

っております。

・未成工事支出金　　　　　　　　　　　個別法

・販売用不動産　　　　　　　　　　　　個別法（但し、自社造成の宅地は団地別総平均法）

・仕掛販売用不動産　　　　　　　　　　個別法

・造成用土地　　　　　　　　　　　　　個別法

・商品及び製品　　　　　　　　　　　　主として売価還元法

・仕掛品　　　　　　　　　　　　　　　個別法

・材料貯蔵品　　　　　　　　　　　　　総平均法

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産　　　　　　　　　　　　主として定率法

（リース資産を除く）　　　　　　　 但し､1998年４月１日以降に取得した建物(建物

附属設備を除く)並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。

ロ．無形固定資産　　　　　　　　　　　　定額法

（リース資産を除く）

ハ．リース資産　　　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

資産は、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が2008年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。
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　　③ 重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　　　　　営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　　　　　従業員等の賞与の支給に備えるため、支給見込

額に基づき計上しております。

ハ．完成工事補償引当金　　　　　　　　　製品の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるた

め、過去の完成工事に係る補償費の実績を基準

にして計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法        退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額

を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異

    及び過去勤務費用の費用処理方法      数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生し

た連結会計年度に一括処理しております。

⑤ 重要な収益及び費用の計上基準

イ．完成工事高及び完成工事原価の計上基準

・当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

・その他の工事　　　　　　　　　　　　工事完成基準

ロ．ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する

方法によっております。

⑥ 重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法　　　　　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、金利スワップについて特例処理の条件を

充たしている場合には特例処理を、通貨スワッ

プ及び為替予約について振当処理の要件を充た

している場合には振当処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　　　　　　ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ及び

為替予約等

ヘッジ対象…借入金・外貨建予定取引等

ハ．ヘッジ方針　　　　　　　　　　　　　金利リスク及び為替変動リスクの低減並びに金

融収支改善のため、ヘッジを行っております。
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ニ．ヘッジ有効性評価の方法　　　　　　　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に

おいて、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の

累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして判

断しております。なお、特例処理の要件を充た

している場合には、有効性の評価を省略してお

ります。

⑦ のれんの償却方法及び償却期間　　　　　 20年以内の合理的な期間の定額法により償却し

ておりますが、金額に重要性がないものについ

ては発生年度に一括して償却しております。

⑧ その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理　　　　　　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式

によっております。なお、控除対象外消費税及

び地方消費税については、主として期間費用と

して処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

 （従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

　　　「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」（実

　　務対応報告第36号　平成30年１月12日。以下「実務対応報告第36号」という。）等を2018年４

　　月１日以後適用し、従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引につい

　　ては、「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27

　　日）等に準拠した会計処理を行うことといたしました。

　　　ただし、実務対応報告第36号の適用については、実務対応報告第36号第10項(3)に定める経

　　過的な取扱いに従っており、実務対応報告第36号の適用日より前に従業員等に対して権利確定

　　条件付き有償新株予約権を付与した取引については、従来採用していた会計処理を継続してお

　　ります。

３．表示方法の変更に関する注記

 （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等

　　を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示

　　し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
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４．連結貸借対照表関係

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 583,574百万円

(2) 担保に供している資産

現金預金 1,431百万円

受取手形・完成工事未収入金等 14,688

不動産事業貸付金 14,105

販売用不動産

仕掛販売用不動産

40,127

51,176

その他の流動資産 8,249

建物及び構築物 3,752

土地 4,446

その他の投資その他の資産 0

計 137,978百万円

　　上記のほか、連結消去されている連結子会社株式373百万円を担保に供しております。

　また、上記の資産は短期借入金19,691百万円、１年内返済予定の長期借入金9,454百万円、

その他の流動負債１百万円、長期借入金53,392百万円及び長期預り敷金保証金13百万円の担

保に供しております。

　そのほか、工事契約保証金等として現金預金（定期預金）2,152百万円（質権）、有価証券

０百万円（質権）及び出資金（投資その他の資産（その他））60百万円(質権)、出資先の債

務の担保として投資有価証券103百万円（根質権）、短期貸付金１百万円（譲渡担保権）及び

長期貸付金16百万円（譲渡担保権）を担保に供しており、また、「特定住宅瑕疵担保責任の

履行の確保等に関する法律」等の定めに従い、投資有価証券4,509百万円を供託しておりま

す。

(3) 保証債務

住宅ローン等利用者のための保証債務 17,572百万円

関連会社に対する保証債務 1,031百万円

計 18,603百万円

　(4) 受取手形裏書譲渡高、電子記録債権譲渡高及び電子記録債権割引高

受取手形裏書譲渡高 305百万円

電子記録債権譲渡高 11百万円

電子記録債権割引高 167百万円

計 484百万円
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(5) 土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

① 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法、及び第５号

に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しております。

② 再評価を行った年月日

2002年３月31日

③ 再評価を行った土地の連結会計年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

5,704百万円

５．連結株主資本等変動計算書関係

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 666,238千株 －千株 －千株 666,238千株

(2) 剰余金の配当に関する事項

① 配当金支払額

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2018年６月28日
第79期定時株主総会

普通株式 41,303 62 2018年３月31日 2018年６月29日

2018年11月８日
取締役会

普通株式 33,309 50 2018年９月30日 2018年12月５日

(注)１．2018年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託及び従

業員持株インセンティブプランにおける信託口が保有する当社株式に対する配当金額88百

万円が含まれております。

　　２．2018年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託及び従業員

持株インセンティブプランにおける信託口が保有する当社株式に対する配当金額36百万円

が含まれております。

　　② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

(決議予定) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2019年６月25日
第80期定時株主総会

普通株式 42,490 64 2019年３月31日 2019年６月26日

(注)2019年６月25日第80期定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託が保

有する当社株式に対する配当金額７百万円が含まれております。
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６．金融商品の時価関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産とし、また、資金調達につい

ては銀行借入れによる間接金融のほか、社債やコマーシャル・ペーパーの発行による直接金

融により行っております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用して

おり、投機的な取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形・完成工事未収入金、敷金及び保証金等は、顧客の信用リスクに

晒されており、親会社の経理部及び各連結子会社の管理部門を中心に回収状況をモニタリン

グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を図っております。

　有価証券及び投資有価証券は、株式、譲渡性預金、債券、投資信託及び組合出資金等であ

り、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。発行体の信用リス

ク及び市場価格の変動リスクについては、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況

等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である支払手形・工事未払金等は、そのほとんどが１年以内の支払期日でありま

す。また、長期預り敷金保証金は主として不動産事業に係るものです。借入金及び社債は、

設備投資等に必要な資金の調達を目的としたものであり、償還日及び返済期日は主として決

算日後20年以内であります。営業債務や借入金等は、流動性リスクに晒されており、当社グ

ループは、親会社の財務部を中心に各部署及び連結子会社からの報告を基に、適時に資金繰

計画を作成・更新し、その資金繰計画に応じた適切な預金残高を維持することにより管理し

ております。変動金利の借入金や外貨建ての借入金及び外貨建債権債務については、金利の

変動リスクや為替の変動リスクに晒されておりますが、一部については金利スワップ取引や

通貨スワップ取引及び為替予約を利用するなどして個別契約ごとにデリバティブ取引をヘッ

ジ手段としております。また、一部の連結子会社において、貸付金の金利変動リスクをヘッ

ジするため債券先物取引を利用しております。

　デリバティブ取引は、「資金運用・調達リスク管理規程」「デリバティブ取引に関する取

扱規程」に基づいて行うこととし、借入金に係る支払金利の変動リスクに対する金利スワッ

プ取引や為替リスクに対する通貨スワップ取引等をヘッジ目的として利用しております。な

お、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法

等については、前述の「会計方針に関する事項」に記載されている「重要なヘッジ会計の方

法」をご覧ください。また、デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減する

ために、主に格付の高い金融機関と取引を行っており、その取引状況は定期的に財務担当取

締役へ報告し承認を得ております。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2019年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは、次表には含めておりません（(注2)を参照ください。）。

　（単位：百万円）

連結貸借対照表

計上額
時　価 差　額

 (1) 現金預金 279,859 279,859 －

 (2) 受取手形・完成工事未収入金等 390,922

　　　　貸倒引当金(*) △849

390,072 390,070 △1

 (3) 有価証券及び投資有価証券 155,650 155,768 118

 (4) 敷金及び保証金 229,790

　　　　貸倒引当金(*) △200

229,590 227,494 △2,095

 資産計 1,055,172 1,053,193 △1,979

 (1) 支払手形・工事未払金等 530,472 530,472 －

 (2) 短期借入金 97,631 97,631 －

 (3) 未払金 117,363 117,363 －

 (4) 未払法人税等 69,944 69,944 －

 (5) 社債 287,000 288,151 1,151

 (6) 長期借入金 391,015 393,817 2,802

 (7) 長期預り敷金保証金 276,590 272,285 △4,305

 負債計 1,770,017 1,769,666 △351

 (*) 受取手形・完成工事未収入金等、敷金及び保証金については貸倒引当金を控除しております。
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 (注1) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

(1) 現金預金

　預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

(2) 受取手形・完成工事未収入金等

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収までの期間及び信

用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関から提示された価格等によっております。

(4）敷金及び保証金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を回収までの期間及び信

用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

負 債

(1) 支払手形・工事未払金等、(2) 短期借入金、(3) 未払金、及び(4) 未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(5) 社債

　社債の時価については、主に市場価格によっております。

(6) 長期借入金

　長期借入金のうち、変動金利によるもの（金利スワップの特例処理の対象となっている

ものを除く）の時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。また、固定金利のものについては、元利金の合計額を借入期間に応じた利率で

割り引いた現在価値により算定しております。なお、一部の長期借入金の時価について

は、金利スワップ又は通貨スワップ等の対象とされていることから、当該金利スワップ又

は通貨スワップ等と一体として処理された元利金の合計額を借入期間に応じた利率で割

り引いた現在価値により算定しております。

(7) 長期預り敷金保証金

　これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに債務額を返済までの期間に応じ

た利率により割り引いた現在価値によっております。
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 (注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  （単位：百万円）

区　分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 33,865

優先出資証券 22,274

投資事業有限責任組合出資金等 13,790

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大な

コストを要すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められ

るものであるため、「資産(3) 有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

 (注3) 社債及び長期借入金に係る連結貸借対照表計上額及び時価については、１年内償還予定の

社債及び１年内返済予定の長期借入金を含めております。

７．賃貸等不動産関係

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用の住宅、商業施設及

び事業施設等を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価等に関する事項

（単位：百万円）

連結貸借対照表計上額 時　価

1,056,044 1,161,231

(注)１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除

した金額であります。

　　２．当連結会計年度末の時価は、主に「不動産鑑定評価基準」に基づく金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む。）であります。

８．１株当たり情報

(1) １株当たり純資産額 2,404円32銭

(2) １株当たり当期純利益 357円29銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 357円09銭

(注)日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する「役員向け株式交付

　　信託」の株式112千株を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除

する自己株式に含めております。また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信

託口）が保有する「役員向け株式交付信託」の株式及び野村信託銀行株式会社（大和ハ

ウスグループ従業員持株会信託口）が保有する「従業員持株インセンティブプラン(E-

Ship®)」の株式741千株を「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当

期純利益」の算定上、期中平均発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含め

ております。
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９．その他

（役員向け株式交付信託及び従業員持株インセンティブプランに関する会計処理方法）

　当社は、2016年度より、中期経営計画における業績目標の達成及び持続的な企業価値向上を目

指すことを目的として、当社の取締役を対象とした業績連動型株式報酬制度「役員向け株式交付

信託」及び、従業員に対して中長期的な企業価値向上のインセンティブを付与すると同時に、福

利厚生の増進策として、「大和ハウス工業従業員持株会及び大和ハウスグループ従業員持株会」

に加入するすべての従業員を対象とした「従業員持株インセンティブプラン(E-Ship®)」を導入し

ております。

(1)取引の概要

　役員向け株式交付信託については、2016年６月28日開催の第77期定時株主総会において承認

を受けた枠組みの範囲内で、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「本信託」

といいます。）が当社株式を取得し、役位及び自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）に応じて当社

が各取締役に付与するポイント数に相当する株式を、本信託を通じて取締役に交付する株式報

酬制度であります。

　従業員持株インセンティブプランについては、当社が信託銀行に「大和ハウスグループ従業

員持株会信託」（以下、「従持信託」といいます。）を設定し、従持信託は、３年間にわたり

持株会が取得すると見込まれる数の当社株式を予め取得し、その後、従持信託から持株会に対

して継続的に当社株式の売却が行われるとともに、信託終了時点で従持信託内に株式売却益相

当額が累積した場合には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者

に分配されるものであります。なお、従業員持株インセンティブプランについては、2019年２

月をもって、持株会への売却により従持信託が保有する当社株式がなくなったため終了いたし

ました。

(2)信託に残存する自己株式

　信託に残存する当社株式の信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）は、当連結会

計年度316百万円で、株主資本において自己株式として計上しております。

　また、当該株式の期末株式数は、当連結会計年度112千株、期中平均株式数は、当連結会計年

度741千株であり、「８．１株当たり情報」の算出上、控除する自己株式に含めております。
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株主資本等変動計算書
（自2018年４月１日　至2019年３月31日）

（単位：百万円）

株主資本

資本金

資　本

剰余金

利益剰余金

自　己

株　式

株主資本

合　　計
資　本

準備金

資　本

剰余金

合計

利　益

準備金

その他利益剰余金

利　益

剰余金

合　計

配　当

準　備

積立金

圧　縮

記　帳

積立金

別　途

積立金

繰　越

利　益

剰余金

2018年４月１日　残高 161,699 296,958 296,958 17,690 29,000 1,897 227,400 365,268 641,256 △4,630 1,095,283

事業年度中の変動額

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － － △30 － 30 － － －

剰余金の配当 － － － － － － － △74,612 △74,612 － △74,612

当期純利益 － － － － － － － 182,528 182,528 － 182,528

土地再評価差額金の取崩 － － － － － － － △159 △159 － △159

自己株式の取得 － － － － － － － － － △7,982 △7,982

自己株式の処分 － － － － － － － △55 △55 4,296 4,241

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
－ － － － － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 － － － － － △30 － 107,732 107,701 △3,685 104,015

2019年３月31日　残高 161,699 296,958 296,958 17,690 29,000 1,867 227,400 473,000 748,957 △8,316 1,199,299

評価・換算差額等

新　株

予約権
純資産合計

その他有価証

券評価差額金

繰　延

ヘッジ

損　益

土地再評

価差額金

評価・換算

差　額　等

合　　　計

2018年４月１日　残高 73,291 796 5,162 79,250 115 1,174,649

事業年度中の変動額

圧縮記帳積立金の取崩 － － － － － －

剰余金の配当 － － － － － △74,612

当期純利益 － － － － － 182,528

土地再評価差額金の取崩 － － － － － △159

自己株式の取得 － － － － － △7,982

自己株式の処分 － － － － － 4,241

株主資本以外の項目の

事業年度中の変動額（純額）
△24,652 △325 159 △24,818 △0 △24,818

事業年度中の変動額合計 △24,652 △325 159 △24,818 △0 79,196

2019年３月31日　残高 48,639 470 5,322 54,432 114 1,253,846

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

・満期保有目的債券　　　　償却原価法

・子会社株式及び　　　　　移動平均法に基づく原価法

　関連会社株式

・その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　決算日前一ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）

　時価のないもの　　　　　移動平均法に基づく原価法

② デリバティブ　　　　　　　 時価法

③ たな卸資産　　　　　　　　 評価基準は原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）によっております。

・未成工事支出金　　　　　個別法

・販売用不動産　　　　　　個別法（但し、自社造成の宅地は団地別総平均法）

・仕掛販売用不動産　　　　個別法

・造成用土地　　　　　　　個別法

・仕掛品　　　　　　　　　個別法

・材料貯蔵品　　　　　　　総平均法

(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産　　　　　　　 定率法

　（リース資産を除く）　　　　但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法を採用しております。

② 無形固定資産　　　　　　　 定額法

　（リース資産を除く）　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を

採用しております。

なお、リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。
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(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金　　　　　　　営業債権、貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため､一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権及び破産債権、更生

債権等については財務内容評価法により回収不能見込額を計上

しております。

② 投資損失引当金　　　　　保有する投資の損失に備えるため、当該投資先の財政状態及び回

収可能性を勘案して計上しております。

③ 賞与引当金　　　　　　　従業員等の賞与の支給に備えるため､支給見込額に基づき計上し

ております。

④ 完成工事補償引当金　　　当社製品の瑕疵担保責任に基づく補償費に備えるため､過去の完

成工事に係る補償費の実績を基準にして計上しております。

⑤ 退職給付引当金　　　　　従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によって

おります。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した事業年度に一括

処理しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

① 完成工事高及び完成工事原価の計上基準

・当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

・その他の工事　　　　 工事完成基準

② ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によってお

ります。

(5) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、金利スワップについ

て特例処理の条件を充たしている場合には特例処理を、通貨スワ

ップ及び為替予約について振当処理の要件を充たしている場合

には振当処理を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象　ヘッジ手段…金利スワップ、通貨スワップ及び為替予約等

ヘッジ対象…借入金・外貨建予定取引等

③ ヘッジ方針　　　　　　　金利リスク及び為替変動リスクの低減並びに金融収支改善のた

め、ヘッジを行っております。

④ ヘッジ有効性評価の方法　ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対

象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基

礎にして判断しております。なお、特例処理の要件を充たしてい

る場合には、有効性の評価を省略しております。
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(6) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。なお、控除対象外消費税

及び地方消費税については、期間費用として処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　（従業員に対して権利確定条件付有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用）

　　　従業員に対して権利確定条件付有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い等の適用につ

　　いては、連結注記表「会計方針の変更に関する注記」に同一の内容を記載しておりますので、

　　注記を省略しております。

３．表示方法の変更に関する注記

　（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）

　　　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）

　　等を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税

　　金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するとともに、税効果会計関係注記を変更して

　　おります。

４．貸借対照表関係

(1) 関係会社に対する金銭債権、債務（区分表示したものを除く）

① 短期金銭債権 41,547百万円

② 長期金銭債権 1,875百万円

③ 短期金銭債務 241,123百万円

④ 長期金銭債務 3,748百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 227,816百万円

(3) 担保に供している資産

（単位：百万円）

対象資産 金額 担保権の内容

定期預金 40 工事契約保証金等の代用

投資有価証券 4,317
「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律」
に基づく供託

関係会社株式 22 関係会社の債務の担保としての根質権の設定

計 4,379
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(4) 保証債務

① 関係会社の金融機関からの借入に対する保証債務残高

株式会社コスモスイニシア 34,948百万円

Ｄａｉｗａ　Ｈｏｕｓｅ　Ｔｅｘａｓ　Ｉｎｃ． 29,492

Ｄａｉｗａ　Ｈｏｕｓｅ　ＵＳＡ　Ｉｎｃ． 26,970

ＤＨ　Ｂｏｘ　Ｈｉｌｌ　Ｐｔｙ　Ｌｔd 7,844

Ｒａｗｓｏｎ　Ｇｒｏｕｐ　Ｐｔｙ　Ｌｔd 6,312

Ｄａｉｗａ　Ｓｕｎｗａｙ　Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　Ｓｄｎ．Ｂｈｄ． 1,084

ＤＴＳ飛騨水力発電株式会社 1,031

小計 107,684百万円

② 住宅ローンを利用する購入者についての金融機関に対す

る保証債務残高
11,438百万円

③ 関係会社の賃借料の支払いに対する保証債務残高

ダイワロイヤル株式会社 13,112百万円

大和情報サービス株式会社 7,639

スポーツクラブＮＡＳ株式会社 6,702

ロイヤルホームセンター株式会社 2,197

大和リビングマネジメント株式会社 2,081

大和物流株式会社 1,208

株式会社デザインアーク 730

大和リース株式会社 580

小計 34,254百万円

計 153,377百万円

　(5) 土地再評価法の適用

　「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に

関する法律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

① 再評価の方法

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第４号

に定める地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が

定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調整を行って算定する方法及び第５号

に定める不動産鑑定士による鑑定評価により算出しております。

② 再評価を行った年月日

2002年３月31日

③ 再評価を行った土地の事業年度末における時価と再評価後の帳簿価額との差額

　1,581百万円
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５．損益計算書関係

　　関係会社との取引高

①　売上高 55,503百万円

②　仕入高 122,490百万円

③　営業取引以外の取引高 25,511百万円

６．株主資本等変動計算書関係

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当 事 業 年 度 増 加 株 式 数 当 事 業 年 度 減 少 株 式 数 当 事 業 年 度 末 の 株 式 数

普 通 株 式 1,482千株 2,304千株 1,349千株 2,436千株

（注）１．当事業年度末の自己株式数には、役員向け株式交付信託に残存する自社の株式112千株　

　が含まれております。

　　　２．自己株式の数の増加の内訳

取締役会決議に基づく自己株式の取得による増加 2,300千株

単元未満株式の買取りによる増加 4千株

　　　３．自己株式の数の減少の内訳

単元未満株式の買増し請求による減少 0千株

新株予約権権利行使による減少 39千株

従業員持株インセンティブプランにおける

信託から従業員持株会への売却による減少 1,263千株

役員向け株式交付信託から受益者への交付

及び金銭交付のため売却したことによる減少 46千株
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７．税効果関係

（1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 　繰延税金資産

　 　退職給付引当金 56,767百万円

 　　投資有価証券評価額 11,257

　 　賞与引当金 9,122

 　　固定資産償却超過額 6,277

 　　貸倒引当金繰入限度額超過額 2,673

 　　販売用不動産評価損 2,416

 　　未払事業税 2,402

　　 完成工事補償引当金

　　 その他

1,777

28,963

 　　小計 121,657百万円

 　　評価性引当額 △19,112百万円

 　　合　　計 102,544百万円

 　繰延税金負債

 　　その他有価証券評価差額金 △19,962百万円

 　　圧縮記帳積立金 △822

　　 その他 △3,071

 　　負債合計 △23,856百万円

 　繰延税金資産の純額 78,688百万円
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（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当

　 該差異の原因となった主要な項目別内訳

法定実効税率 30.6%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.9%

住民税均等割 0.2%

法人税額の特別控除 △0.6%

土地再評価差額金の取崩 0.0%

評価性引当額の増加額 1.2%

その他 △1.1%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.2%

８．リースにより使用する固定資産

　当社は、住宅展示場、電子計算機及び営業用車両等について、所有権移転外ファイナンス・

リース契約により使用しており、このうち、リース取引開始日が2008年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を行っております。
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９．関連当事者との取引

 （1）子会社等

種 類
会 社 等 の
名 称

議 決 権 等
の 所 有
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社

茨木松下開発
特定目的会社

（所有）
直接 100％

－ 不動産開発 特 定 社 債 購 入 11,900 関 係 会 社 社 債 42,900

武 蔵 小 杉
特定目的会社

（所有）
直接 100％

－ 不動産開発 － －
１年内償還予定の

関 係 会 社 社 債
37,600

大 和
リ ー ス
株 式 会 社

（所有）
直接 100％

－
商 業 施 設
開発・建築
管理・運営

(注１)
資 金 の 貸 付

46,761
関 係 会 社 長 期

貸 付 金
48,300

大 和 ハ ウ ス
リ フ ォ ー ム
株 式 会 社

（所有）
直接 100％

有

リフォーム
工事の請負
設計・施工
管 理

(注１)
キ ャ ッ シ ュ・
マ ネ ジ メ ン
ト・シ ス テ ム
に よ る 預 り

31,530 預 り 金 36,897

大 和 リ ビ ン グ

マ ネ ジ メ ン ト

株 式 会 社

（所有）
直接 100％

有
賃 貸 住 宅
管理・運営

(注１)
キ ャ ッ シ ュ・
マ ネ ジ メ ン
ト・シ ス テ ム
に よ る 預 り

61,821 預 り 金 78,690

株 式 会 社
コ ス モ ス
イ ニ シ ア

（所有）
直接 63.2％
間接 0.9％

有 不動産開発
(注２)
債 務 保 証

34,948 － －

(注)１．期中平均残高を記載しております。

２．金融機関からの借入に対し行ったものです。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

上記取引については、市場価格を参考の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

 （2）役員及び個人主要株主等

種 類
氏 名 又 は
会 社 等 の
名 称

議 決 権 等
の 所 有
割 合

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(百万円)

科 目
期末残高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

役員及びその近
親者が議決権の
過半数を所有し
て い る 会 社 等

株式会社
ユニフロー※

１

（所有）
直接 11.9％

－
住宅建具の
納 入

住 宅 建 具 等
仕 入

47
電子記録債務

工 事 未 払 金

15

7

役 員 樋口　武男
(被所有）
直接 0.0％

－
当 社 代 表
取 締 役

マ ン シ ョ ン の
販 売

47 － －

役 員 芳井　敬一
（被所有）
直接 0.0％

－
当 社 代 表
取 締 役

請 負 工 事 ※ 2 61

未 成 工 事
受 入 金

預 り 金

4

0

(注)１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含ま

れております。

２．※１当社代表取締役副社長 石橋民生氏及びその近親者が議決権の過半数を保有しており

　　ます。

　　※２取引金額には工事請負契約に係る契約金額を、期末残高には既に受領した請負代金か

　　ら工事進行基準により計上される完成工事未収入金を控除した金額を記載しておりま

　　す。なお、当事業年度において引き渡しは完了しておりません。

－ 24 －

個別注記表



３．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　上記取引については、市場価格を参考の上、一般的取引条件と同様に決定しております。

10．１株当たり情報

(1) １株当たり純資産額 1,888円72銭

(2) １株当たり当期純利益

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益

274円66銭

274円51銭

(注)日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が保有する「役員向け株式交付信

託」の株式112千株を「１株当たり純資産額」の算定上、期末発行済株式総数から控除する自

己株式に含めております。また、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）が

保有する「役員向け株式交付信託」の株式及び野村信託銀行株式会社（大和ハウスグループ

従業員持株会信託口）が保有する「従業員持株インセンティブプラン(E-Ship®)」の株式741

千株を「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」の算定上、

期中平均発行済株式総数の計算において控除する自己株式に含めております。

－ 25 －
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